
 
 
 

特許庁デザイン経営プロジェクトチームより、中小企業がデザイン経営を複数年にわたって実践することで生まれ

た変化や効果、そしてデザイン経営と知的財産の関係性について調査し、その結果をまとめた報告書が公表されま

した。今回はその調査報告書の概要を一部抜粋してご紹介いたします。 

 

 

◎背景と目的 

2018 年の『「デザイン経営」宣言』（経済産業省・特許庁）以降、行政などの支援機関は中小企業のデザイン経営

の実践を積極的に支援してきた。しかし、その効果は客観的に評価しにくく、企業によっては成果が現れるまでに

年単位の時間を要することもあるため、デザイン経営を説得力のある形で広く普及することは依然として難しい課

題となっている。「デザイン経営の効果を明確化し、中小企業のデザイン経営支援へのニーズを把握することで、

支援機関が説得力をもってその有用性を伝え、中小企業によるデザイン経営の実践が広がる好循環サイクルを目指

す」それが、本調査の目的である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【労務】中小企業におけるデザイン経営の効果・ニーズに関する調査 

 



◎本調査の全体像 

本調査では、有識者による検討会を複数回開催しながら、アンケート調査とインタビュー調査から支援プログラム

に参加した中小企業におけるデザイン経営の効果や、今後の支援プログラムへのニーズを確認した。 

また、インタビューを通して中小企業で確認された 3 つの効果 （①自社らしさの明確化、②人材の採用と定着

化、③新しい仕事の創出）に着目し、これらの効果が発現するプロセスを具体的な取組とともに紹介している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎デザイン経営の3つの効果 

中小企業 22 社にデザイン経営の効果の深堀りを実施。デザイン経営の人格形成・文化醸成・価値創造に対応づけ

ると、【自社らしさの明確化】、【人材の採用と定着化】、【新しい仕事の創出】、の 3 つの効果として抽出できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参照ホームページ ［ 特許庁 ］ 

https://www.jpo.go.jp/introduction/soshiki/design_keiei/kouka.html 

https://www.jpo.go.jp/introduction/soshiki/design_keiei/kouka.html

